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　設定来の基準価額の推移
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純資産総額(右軸)

分配金再投資基準価額(左軸)

基準価額(左軸)

※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後です。当ファンドの実質的な信託報酬は、投資対象ファンドの信託報酬を間接的に

ご負担いただくことになりますので、作成基準日現在、純資産総額に年率1.9965%（税抜1.815%）程度を乗じて得た額となります。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

　最近5期の分配金の推移

2025/06/20 0 円

2025/12/22 0 円

設定来合計 0 円

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払

われない場合があります。

　ポートフォリオ構成比率

BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用） 98.3%

マネー・インベストメント・マザーファンドⅡ 0.2%

 短期金融商品・その他 1.5%

※構成比率は小数点第2位を四捨五入しているため、合計が100%にならない場合があります。

 基準価額 8,233 円

 純資産総額 107.4 億円

※基準価額は1万口当たりです。

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、MSCIインド指数（米ドル建て、配当込み）〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を乗じて算出しております。

※MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に

帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 11.67% ▲ 15.49% ▲ 11.51% ▲ 8.09% 　　 － ▲ 17.67%

参考指数 ▲ 13.84% ▲ 15.61% ▲ 7.86% ▲ 5.93% 　　 － ▲ 15.07%
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　BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）の状況（1）

インド・イノベーション・フォーカスファンド
追加型投信／海外／株式

（出所：ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント株式会社のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）

※企業規模は、インド証券取引委員会（SEBI）の

定義に基づく分類です。

SEBIの規模別分類の基準は以下の通りです。

・大型株：時価総額1位～100位に準ずる銘柄

・中型株：時価総額101位～250位に準ずる銘柄

・小型株：それ以外の銘柄

※小数点第2位を四捨五入しているため、合計が

100%にならない場合があります。

※各比率は、「BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）」の組入銘柄評価額の合計を100％として計算しています。

※国は発行国で表示しています。

※業種は、GICSセクター分類です。

国別組入比率

比率

100.0%

国

インド

業種別組入比率（上位10） 通貨別組入比率（上位10）

業種 比率 通貨 比率

1 金融 32.2% 1 インド・ルピー 100.0%

2 一般消費財・サービス 23.9% 2 　　　　　　　　　　— —        

3 資本財・サービス 12.7% 3 　　　　　　　　　　— —        

4 情報技術 8.5% 4 　　　　　　　　　　— —        

5 ヘルスケア 8.1% 5 　　　　　　　　　　— —        

6 エネルギー 6.9% 6 　　　　　　　　　　— —        

7 コミュニケーション・サービス 5.2% 7 　　　　　　　　　　— —        

8 公益事業 2.4% 8 　　　　　　　　　　— —        

9 　　　　　　　　　　— —        9 　　　　　　　　　　— —        

10 　　　　　　　　　　— —        10 　　　　　　　　　　— —        

企業規模（株式時価総額）別構成比率

比率

60.7%

20.3%

19.0%

企業規模

大型株

中型株

小型株
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　BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）の状況（2）

組入上位10銘柄 (組入銘柄数: 47)

銘柄名 業種 比率 銘柄概要

1 リライアンス・インダストリーズ エネルギー 6.9%

インド最大の複合企業で、エネルギーや通信など様々な事業を展
開。手頃な価格でデータサービスを提供しながらインドの通信市場
を革新したほか、グリーン水素への投資などによって持続可能なエ
ネルギー開発を主導。

2 ＨＤＦＣ銀行 金融 6.2%
インド最大手の民間銀行。高度な技術と革新的なソフトウェアの統
合などにより、利便性の高い顧客体験を提供しながら大量の取引を
管理し、ファイナンシャル・インクルージョンを推進。

3 ＩＣＩＣＩ銀行 金融 5.8%
世界各地で事業を展開する銀行。リテール顧客向けのオムニチャネ
ル開発のほか、API（アプリケーション・プログラミング・インター
フェース）活用などに代表されるイノベーションのパイオニア。

4 バーティ・エアテル
コミュニケーション・
サービス

5.2%
インド第2位の電気通信サービスプロバイダー。個人及び企業の両
方に多様かつ革新的なデジタル、電気通信、接続サービスを提供し
ながらデジタル・インクルージョンを牽引。

5 インフォシス 情報技術 3.8%
インドを代表するITサービス企業。人工知能、クラウドコンピュー
ティング、データ分析など革新的なテクノロジーを取り入れながら
研究開発に積極的に投資。

6 アクシス銀行 金融 3.3%
インド全土で多様な業務を展開する銀行。顧客体験の向上や銀行業
務プロセスの合理化など革新的なデジタル・ソリューションを開発、
導入。

7 マヒンドラ・マヒンドラ 一般消費財・サービス 3.2%
インドの大手自動車メーカーで、乗用車、商用車、農機具を生産。無
人トラクターの開発で農業の生産性向上に貢献するほか、EV（電気
自動車）技術及び製品を積極的に採用。

8 インドステイト銀行 金融 2.6%

インド最大の公営銀行。多様な顧客ニーズに合わせて革新的企業が
次世代金融ソリューションを開発することを支援。また、フィンテッ
ク分野における企業の支援などを通じてファイナンシャル・インク
ルージョンを推進。

9 タイタン 一般消費財・サービス 2.4%

タタ・グループに属するインド有数のラグジュアリー消費財企業。高
いブランド力を有することに加え、商品やビジネスプロセスの革新
に積極的に投資し、宝飾品、時計・ウェアラブル端末、アイウェアなど
で強固な市場地位を確立。

10 ルピン ヘルスケア 2.2%
ジェネリック医薬品やバイオシミラーなどを取り扱う製薬会社。世界
中で多くの研究者を抱え、オープン・イノベーションに積極的に取り
組みながら、医薬品の進歩や市場のニーズに対応。

※比率は、「BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）」の組入銘柄評価額の合計を100％として計算しています。

※業種は、GICSセクター分類です。

（出所：ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント株式会社のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）
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　ファンドマネージャーのコメント

※当ファンドが高位に組入れております「BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）」のファンドマネージャー

コメントを基に作成しています。

3月のインド株式市場は下落しました。米国とイスラエルによるイラン攻撃およびイランの報復措置を受けて中東情勢が悪化し、世界的

にリスク回避の動きが広がったことに加え、原油価格の高騰を背景にインフレや景気減速への懸念が強まったことなどが要因です。資金

の流出入については、外国人投資家からは月間で過去最大規模の資金流出を記録した一方、投資信託や保険会社などの国内投資家から

は過去最大規模となる資金流入が見られました。

為替市場では、インド準備銀行（中央銀行、RBI）による市場介入がインドルピーの下支えとなったものの、原油価格の高騰による経常

収支の悪化や資金流出への懸念に加え、有事におけるドル買いの動きが広がったことなどから、インドルピーは米ドルに対して一時最安

値を更新し、円に対しても下落しました。

銘柄選定にあたっては、多様なセクターに分散したポートフォリオを維持しつつ、世界的に不確実性が高い環境下において、成長性の高

いインド国内に注力したビジネスモデルを有する企業を選好しました。規模別では大型株への投資比率を高めに維持しました。中小型株

については、より優れたリスク・リターン特性を有する銘柄を選別的にポートフォリオに追加することで分散を図りました。

テーマ別では、利便性の高い金融サービスへのアクセスを可能とするファイナンシャル・インクルージョンを牽引する銀行やノンバンク、

政府による製造業振興策“Make in India”の恩恵を受ける資本財や電気機器銘柄、さらに中間層の拡大や減税などを追い風に裁量的

消費の拡大が期待される中で、製品のイノベーションを推進する消費財関連銘柄などを選好し、インド経済の回復による恩恵を受け、世

界的な景気減速の影響を受けにくいポートフォリオの構築を目指しました。

個別銘柄では、白内障治療など眼科医療への需要増大を背景に、先端的な臨床研究と高度な外科手術に対応できる競争優位性を有し、

ディフェンシブな特性を持つインド最大級の眼科医療サービス会社であるDr. Agarwal’s Health Careを新規に買い付けました。

中東情勢の悪化により、世界の原油供給の要衝であるホルムズ海峡は実質的に封鎖状態となりました。中東地域はインドにとって主要

な貿易相手であり、原油輸入大国であるインドは、原油の約半分および液化石油ガス（LPG）の大半を同地域に依存しています。もっとも、

調達先の多角化が進められていることから、エネルギー供給をめぐる大きな混乱は回避されると見ています。液化天然ガス（LNG）や

LPGの供給には逼迫感があるものの、インド船舶のホルムズ海峡通過が確認されたことは、市場心理の改善に寄与すると考えられます。

こうした中、原油価格の高止まりを背景にインフレへの警戒が高まりましたが、2月のインド消費者物価指数（CPI）は前年比＋3.2％と、

RBIの目標範囲内にとどまりました。また、インド政府は価格安定に向け、ガソリンや軽油に対する物品税の大幅な引き下げに加え、国内

の燃料確保を目的として軽油や航空燃料の輸出に関税を課す方針を示しました。今後は、積極的な公共投資姿勢を維持しつつも、優先

度に応じて支出を抑制し、今年度の財政収支目標に配慮しながらインフレ圧力の緩和が図られると考えられます。

金融政策については、RBIは資金需要に応じた積極的な流動性供給を行う一方、インフレ加速を抑制するため政策金利は据え置きを維

持すると見ています。インド企業の12月期決算は総じて良好でしたが、今後はコスト上昇による利益率の低下に加え、戦闘の長期化に

よっては設備投資や利益成長などへの影響が拡大する可能性があり、引き続き事態の進展を注視する必要があります。

このような課題がある一方、インド政府とRBIによる財政・金融政策の協調的な対応や、良好な国内経済のファンダメンタルズといった

好材料に加え、株式市場の調整を経てバリュエーションの割高感は解消しており、中期的なインド株式市場の見通しは改善しています。個

人投資家の成熟度の高まりを背景に、株式市場への安定的な資金流入が続いていることも支援要因です。外部環境では、インドと米国お

よびEU間の貿易交渉の進展により関税率が他のアジア諸国と同水準となることで、輸出競争力の向上や国際収支の安定に寄与すると

ともに、通貨の安定にもつながると考えられます。

銘柄選定にあたっては、株価のバリュエーションや企業業績、経営陣の発言などに注意しながら、多様なテーマからイノベーションの恩

恵を受ける企業に投資する方針を維持しつつ、世界的に不確実性の高い環境が続く中、引き続き成長性の高いインド国内に注力したビ

ジネスモデルを有する企業を選好します。中小型株については、より優れたリスク・リターン特性を持つ銘柄を選別的にポートフォリオに

追加することで分散効果を高める方針です。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

インド・イノベーション・フォーカスファンド
追加型投信／海外／株式

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（4/10）  553182



　ファンド情報

設　定　日 2024年12月13日

償　還　日 2045年12月20日

決　算　日 毎年6月20日および12月20日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色
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　投資リスク（1）
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　投資リスク（2）
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　お申込みメモ

インド・イノベーション・フォーカスファンド
追加型投信／海外／株式

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（8/10）  553182



　ファンドの費用
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日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次証券会社が含まれる場合があります。

インド・イノベーション・フォーカスファンド
追加型投信／海外／株式

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

＊2026年4月1日付で「一般社団法人日本投資顧問業協会」から「一般社団法人資産運用業協会」に名称変更しました。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/10）  553182


